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    １．問題の所在 
    ２．協同組織金融機関法の沿革と協同組織金融機関の基本理念 
  ３ ． 「地区」の意義 
  ４ ． 「地区」を定めることが求められる理由 
  ５ ． 「地区」を定める必要性の検討 
    ６．今後の「地区」の取扱い 












                                                  
1  本稿において金融機関とは、預金取扱金融機関を指す。 
2  平成元年 5 月 15 日金融制度調査会金融制度第一委員会中間報告「協同組織形態の金融機




4  独占禁止法の適用除外に関する規定である同法 22 条は、①小規模の事業者又は消費者の
相互扶助を目的とすること（1 号） 、②任意に設立され、かつ、組合員が任意に加入し、又
は脱退することができること（2 号） 、③各組合員が平等の議決権を有すること（3 号） 、④
組合員に対して利益分配を行う場合には、その限度が法令又は定款に定められていること
（4 号） 、という 4 つの要件を備え、かつ、法律の規定に基づいて設立された組合の行為に
は独占禁止法が適用されないと規定している。この 4 つの要件は、中小企業等協同組合法 5
条 1 項が規定する 4 つの要件とほぼ同じである。相互扶助を理念とすることについて、各
協同組織金融機関法に明確な規定のない場合があり、そのための手当てが次のように行わ
れている。信用金庫法 7 条 1 項は、同項一号の要件を備える信用金庫をもって、独占禁止
法 22 条 1 号に掲げる要件を備える組合とみなすと規定している。労働金庫法 9 条は、労働
金庫法に基づいて設立された労働金庫をもって、 独占禁止法 22 条 1 号および 3 号に掲げる協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      















用金庫の定款に「地区」を記載しなければならないこと（信用金庫法 23 条 2 項 3 号）と、
この「地区」が会員の資格を制約する要因となること（同法 10 条 1 項）とに求められる。
信用金庫の会員としての資格を有する者は、①信用金庫の地区内に住所または居所を有す
る者、②地区内に事業所を有する者、③地区内において勤労に従事する者10であって、定款
                                                                                                                                                  
要件を備える組合とみなすと規定している。さらに、農業協同組合法 9 条および水産業協






明治 33 に成立した産業組合法など、現時点では廃止された法令も含めることとする。 
5  西原〔1968〕45 頁、上柳〔1960〕18 頁～20 頁、日本銀行金融研究所〔1995〕323 頁参
照。 
6  協同組織金融機関が金融機関性と協同組織性という、 相反する性質を有する点については、
全国信用金庫協会〔2003〕15 頁～16 頁参照。 
7  平成 2 年 6 月 20 日金融制度調査会金融制度第一委員会中間報告「地域金融のあり方につ







は廃止され、 店舗の設置は届出制になっている。 銀行法 8 条 1 項参照。 本稿５． (2)も参照。 
10  信用金庫法 10 条 1 項 4 号の規定に基づき、信用金庫法施行規則 1 条によって、信用金
庫の地区内に事業所を有する者の役員および信用金庫の役員についても会員資格を有する
が、本文に記載した 3 つが会員資格の原則である。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      




格の制約はいっさいなく、誰からでも預金の受入れが可能である（信用金庫法 53 条 1 項 1
号）が、信用金庫が会員以外の者に対して行う貸付けと手形の割引については、当該信用
金庫の貸付けと手形の割引の総額の 20％に制限されている（信用金庫法 53 条 2 項、信用












請する際の添付書類の一つであるとともに（信用金庫法 29 条 2 号） 、信用金庫が定款を変






                                                  
11  信用組合については、中小企業等協同組合法 33 条 1 項 3 号・8 条 4 項、労働金庫につい
ては労働金庫法 31 条 3 号・11 条 1 項、農業協同組合については農業協同組合法 28 条 1 項
3 号・12 条 1 項、漁業協同組合については水産業協同組合法 32 条 1 項 3 号・18 条 1 項参
照。 
12  労働金庫法 58 条 4 項・労働金庫法施行令 3 条、 中小企業等協同組合法 9 条の 8 第 2 項 5
号・中小企業等協同組合法施行令 7 条、農業協同組合法 10 条 26 項・農業協同組合法施行




ることとについては、中小企業等協同組合法 33 条 1 項 3 号・51 条 2 項参照。 
14  農業協同組合および水産業協同組合の場合、組合員の資格は、組合の地区に加えて特定
の業域に限定されている。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      




























                                                  
15 1993 年 3 月末に廃止された相互銀行法の 8 条は、下記のとおり、相互銀行の営業区域自
体を直接規制していた。 
 第 8 条  相互銀行は、定款をもつて、その営業区域を定めなければならない。 
  2  相互銀行は、その営業区域外で、業務を営むことができない。 
  3  相互銀行は、その営業区域を変更しようとするときは、大蔵大臣の認可を受けなけ
ればならない。 
16  釜石信用金庫の経営破綻と破綻処理については、 「釜石信金、岩手銀行等へ事業譲渡」金
融財政事情 1993.5.31 号 14 頁～15 頁、 「釜石信用金庫清算  混乱回避に東奔西走した６日
間」金融財政事情 1993.6.14 号 14 頁～19 頁参照。 
17  平成 15 年 3 月 27 日金融審議会金融分科会第二部会「リレーションシップバンキングの
機能強化に向けて」2.(1)①参照。 
18  本稿は、協同組織金融機関が定めた「地区」と店舗配置の現状を調査することにより、協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      








わが国における協同組織金融機関の淵源は、 明治 25 年に設立された掛川信用組合 （静岡）
に求められ、法律制度としては、明治 33 年（1900 年）に成立した産業組合法（明治 33 年









て、明治 33 年にようやく成立した。 














  このように、これらの信用金庫における出店余地は、まだかなり大きいと判断できる。 
19  日本銀行金融研究所〔1995〕324 頁、松本〔1964〕311 頁。協同組織金融機関法の変遷
については、日本銀行金融研究所〔1995〕325 頁の図表、全国信用金庫協会〔2002〕10 頁
の図表も参照。 
20  産業組合史編纂会〔1965〕99 頁～100 頁。 
21  三潴〔大正 15〕9 頁。 
22  産業組合法では、現行の協同組織金融機関法上の「地区」を「区域」と称していた。後
述の２．(3)参照。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      
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のであった。貯金について、員外取引に対する道を開いた点が注目される。 










昭和 24 年（1949 年）には、産業組合法、市街地協同組合法、商工協同組合法の 3 つの法
律を統合する形で、現行の中小企業等協同組合法（昭和 24 年法律第 181 号）が制定され、
市街地信用組合法による市街地信用組合のすべてと、産業組合法により信用事業を営む信
用組合の大部分は、信用組合に改組された。協同組合による金融事業に関する法律（昭和
24 年法律第 183 号）も、中小企業等協同組合法と同時に制定された。 
















いる。具体的には、明治 35 年（1902 年）制定の漁業法および大正 10 年（1921 年）制定
                                                  
23  松本〔1964〕311 頁。 
24  松本〔1964〕314 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      
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25  この節の論述に際しては、個別に引用しなかったが、日本銀行金融研究所〔1995〕324
頁～327 頁、上柳〔1960〕5 頁～6 頁の注 6 を参考とした。なお、金融史研究は、それ自体
が独立した専門の研究領域を形成している。金融史を専門としない筆者にとっては、本文
の記述に歴史事実の認識をも含めて、重大な誤りのあることを恐れている。 
26  産業組合史編纂会〔1965〕155 頁。 




28  アシュホフ／ヘニングセン〔1990〕9 頁・10 頁。 
29  産業組合史編纂会〔1965〕150 頁。平田＝杉山〔明治 24〕35 頁では、ドイツの信用組
合として、まずシュルツェの信用組合を紹介している。 
30  小平〔昭和 11〕152 頁も、 「両氏は其の根本の思想に於て、シユルツエは全く個人主義的
で、且つ都会的であるに反し、ライフアイゼンは全然博愛主義的で、宗教的で、且つ農村
的である。 」とする。なお、引用に際しては、旧字体を新字体に改めた。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      












その後、明治 30 年に農商務省から第一次産業組合法案が第 10 帝国議会に提出された。
第一次産業組合法案は、農商務省農務局農事課長渡辺朔および参事官織田一が、1889 年に







次に、明治 33 年に、政府は第二次産業組合法案を第 14 回帝国議会に提出した。同法案
は、農商務省によって、第一次産業組合法案に若干の修正を加えて起草されたものであっ
                                                  






の組合の相違点については、小平〔昭和 11〕153 頁～158 頁も参照。 
32  産業組合史編纂会〔1965〕159 頁。 
33  この立場からの信用組合法案に対する反論をまとめた書籍として、 高橋＝横井 〔明治 24〕
がある。なお、この書籍は、農商務省の渡辺朔が執筆し、後述する産業組合法案の基礎理
念をなしたとされている。産業組合史編纂会〔1965〕182 頁参照。 




求められる。vgl. Gesetz betreffend die Erwerbs- und Wirtschaftsgenossenschaften  §
8(1)2. 
35  産業組合史編纂会〔1965〕284 頁。 
36  産業組合史編纂会〔1965〕294 頁～296 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      
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た37。産業組合法案は、第一次産業組合法案とは異なり、信用組合、販売組合、購買組合、









2 月に提出された同法案は、 産業組合法 （明治 33 年 3 月 6 日法律第 34 号） として成立し、



















                                                  
37  第一次産業組合法案と第二次産業組合法案との相違点については、産業組合史編纂会
〔1965〕298 頁～300 頁参照。 
38  三潴〔大正 15〕95 頁。引用に際しては、旧字体を新字体に改めた。 
39  条文の引用に際しては、旧字体を新字体に改めた。以下に検討する第一次産業組合法案
および産業組合法を引用する場合も同様である。本稿において、信用組合法案、第一次産
業組合法案、産業組合法の条文の典拠は、三潴〔大正 15〕による。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      










同法案 4 条は、 「組合ノ区域ハ一市町村以上ニ亙ルコトヲ得ス但シ土地ノ状況ニヨリ此ノ
制限ニ依ラサルコトヲ得」と規定し、組合員の資格については 5 条で、 「組合員ハ其ノ組合
ノ区域内ニ住居スル者ニ限ル」と規定していた。さらに、定款の記載事項に関する規定で
ある 10 条 2 項柱書は、信用組合法案と同様、 「定款ニハ此ノ法律中別ニ定ムルモノノ外左
ノ事項ヲ掲クルコトヲ要ス」と規定し、同項 4 号で「組合ノ区域」と規定していた。さら
に、9 条は「組合ヲ創設セントスル者ハ定款ヲ議定シ地方長官ヲ経由シテ農商務大臣ノ認可




なかったが、産業組合法では、これら 2 法案との違いが認められる。 





所々在地ノ地方長官ニ差出シ許可ヲ請フヘシ」と規定し、定款の変更については 39 条 2 項










者の結合体であるとみる見解がある。蓮池〔昭和 9〕58 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      






















                                                  




42  大正 6 年の第三次産業組合法改正に際して、9 条 1 項は改正され、3 号ノ 2 に「区域」
との規定が追加され、すべての種類の組合の定款に区域を記載することが求められること
となった。これにより、9 条 2 項は「信用組合ノ区域ハ特別ノ事由アル場合ヲ除クノ外市町
村ノ区域内ニ於テ之ヲ定ムヘシ」と改正された。 




44  平田＝杉山〔明治 24〕27 頁～28 頁。 
45  平田＝杉山〔明治 24〕33 頁。これに対して、純然たる法人をもって、財産の結合体であ
るとする。同 34 頁参照。 
46  平田＝杉山〔明治 24〕34 頁。平田＝杉山は、信用組合を「財産を担保とし資本を貸附す
る銀行の営業」 （34 頁）と対比し、 「保証人は、対人信用の構成上欠くべからざるの要素な
り。 」 （72 頁）と説明しており、信用組合の行う融資は、保証人を付した無担保融資を原則
とすると考えていたことが分かる。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      




























                                                  
47  平田＝杉山〔明治 24〕33 頁。 
48  平田〔明治 38〕17 頁～18 頁。引用に際して、旧字体は新字体に改めた。以下の引用に
際しても同様。 
49  柳田〔明治 35〕18 頁。 
50  柳田〔明治 35〕24 頁。 
51  柳田〔明治 35〕32 頁。 
52  柳田〔明治 35〕32 頁～33 頁。 
53  この見解に対して、産業組合が人的結合体であることを根拠として「法人は原則として
産業組合の組合員たることを得ない。 」 （蓮池〔昭和 9〕61 頁）とする見解も見られる。な
お、現在の信用金庫の会員資格については、信用金庫法 10 条 1 項 1 号および 2 号に掲げら
れた者には、個人と法人とを含むと解されている。青山〔1951〕63 頁、磯部〔1952〕67
頁参照。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      
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佐藤〔大正 11〕では、 「信用組合は産業組合の一つで、組合員に最も手軽な方法に依りて
低利の資金を供給し、 兼ねて組合員の勤勉を奨むるものである」 54と説明している。 さらに、
信用組合を機能面から、①金融機関、②貯蓄機関、③資金の地方分散機関、の 3 つの側面
から捉える。金融機関としての信用組合の特色として、第一に、組合員限りの銀行である



























                                                  
54  佐藤〔大正 11〕23 頁。 
55  佐藤〔大正 11〕32 頁～33 頁。 
56  佐藤〔大正 14〕38 頁。 
57  小平〔昭和 11〕169 頁。引用に際しては、旧字体を新字体に改めた。以下の引用に際し
ても同様。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      






























(2)  協同組織金融機関の「地区」と事業区域との関係 
次に問題となるのは、協同組織金融機関の「地区」と協同組織金融機関が事業を営む地理
的範囲との関係である。全国信用金庫協会〔2003〕は、 「信用金庫の事業が会員を主たる対
                                                  
58  柳田〔明治 35〕31 頁。 
59  小平〔昭和 14〕120 頁の注 7。 
60  青山〔1951〕89 頁～90 頁。 
61  熊田〔1954〕17 頁。 
62  森井〔2003〕3 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      
























                                                  
63  全国信用金庫協会〔2003〕52 頁。 
64  相互銀行は、1989 年 2 月以降、 「金融機関の合併及び転換に関する法律」に基づいて普
通銀行への転換が進み、1992 年 4 月の東邦相互銀行と伊予銀行との合併によって普通銀行
への転換がすべて完了した。これを受けて、相互銀行法は 1993 年 3 月末に廃止された。以
上、鹿野〔2001〕309 頁参照。 
65  長谷井〔1952〕6 頁。 
66  長谷井〔1952〕7 頁。 






をもって、 「組合が事業を営む区域をいうのではない。 」と明言する。 
  また、インターネットの発達に見られるように、企業活動の地理的範囲は、かつて考え
られなかったほど広がっている。協同組織金融機関の事業活動の範囲を地区内に押しとど
めることは、協同組織金融機関の存在自体を時代遅れの遺物にしてしまうおそれもある。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      



































                                                  
68  中小企業庁〔1952〕203 頁。 
69  中小企業庁〔1971〕235 頁。 
70  熊田〔1954〕16 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      


































                                                  
71  平田＝杉山〔明治 24〕33 頁～34 頁。 
72  平田＝杉山〔明治 24〕44 頁。 
73  平田〔明治 38〕18 頁。 
74  ここまでの引用部分は、柳田〔明治 35〕30 頁～31 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      



































                                                  
75  佐藤〔大正 11〕36 頁～37 頁。 
76  蓮池〔昭和 9〕109 頁～110 頁。 
77  蓮池〔昭和 9〕111 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      



































                                                  
78  佐藤〔昭和 12〕47 頁～48 頁。 
79  熊田〔1954〕17 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      





































知し、そして、常時、相互に信用を保つことこそが組合にとって必要であるとしている点協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      


































                                                  
80  協同組織金融機関に対して員外取引が認められるに至った理由については、そのこと自
体に興味が持たれるものの、本稿ではこの問題を扱わない。 
81  佐藤〔大正 11〕32 頁。 
82  中小企業庁〔1971〕235 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      





























「信用金庫の監督について」 （昭 34.8.15 蔵銀 1196 号）の「第１．事業免許」の「１．方
                                                  
83  柳田〔明治 35〕55 頁～56 頁。 
84  佐藤〔大正 11〕183 頁。 





86  小平〔昭和 14〕253 頁の注 1。 
87  鹿野〔2001〕35 頁参照。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      






通達である「信用金庫の地区に関する定款変更の取扱いについて」 （昭 37.4.2 蔵銀 370 号）































る必要があるものの、本稿の目的の範囲を超えるため、本稿では扱わない。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      










    ａ－１  会員・組合員構成の現状 
はじめに、信用金庫および信用組合の会員数、組合員数における個人と法人の構成比を見
てみる。 
表 1 によれば、信用金庫の会員数に占める法人の構成比は、昭和 40 年 3 月の 12.6％から





【表１  信用金庫の会員数】 
  会員数  （千人）   個 人     ％   法 人   ％  
昭和 40 年 3 月  2,586      87.4          12.6 
昭和 50 年 3 月  4,257          85.2          14.8 
昭和 60 年 3 月  6,209          84.8          15.2 
平成 8 年 3 月  8,309          84.4          15.6 





信用組合をみると、 平成 6 年 3 月末における組合員の構成は、 組合員総数 3,922 千人に対
して、個人組合員は 3,571 千人（構成比 91.03％） 、法人組合員は 352 千人（同 8.97％）で
ある89。信用金庫に比して組合員構成における法人化の程度は低いものの、法人組合員は 1
割弱存在する。 
      ａ－２  貸出先の業種構成の現状 
                                                  
89  全国信用組合中央会〔1994〕6 頁。なお、平成７年以降の信用組合全体の状況は、把握
できない。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      





信用金庫の組合員の業種別貸出残高構成をみてみると、表 2 の通りである。 
 
【表 2  信用金庫の業種別貸出残高（2004 年 3 月） 】 
  先数（先）  構成比％  残高（百万円）   構成比  ％ 
製造業  256,587       4.05 8,204,326        13.18
農・林・漁・鉱業  24,267       0.38 459,460         0.74
建設業  260,339       4.11 6,189,943         9.95
電気・ｶﾞｽ・熱供給・水道業  1,925       0.03 28,870         0.05
情報通信業  8,600       0.14 182,825         0.29
運輸業  32,641       0.51 1,242,968         2.00
卸売業  86,949       1.37 3,305,276         5.31
小売業  198,481       3.13 3,736,076         6.00
金融・保険業  5,002       0.08 575,019         0.92
不動産業  106,597       1.68 8,239,459        13.24
各種サービス業  348,545       5.50 8,414,149        13.52
地方公共団体  2,444       0.04 1,693,256         2.72
個人（住宅・消費等）  5,009,095     78.99  19,926,734        32.02
合計  6,341,473    100.00  62,236,325       100.00
（資料）信金中央金庫総合研究所〔2004 年〕97 頁 











                                                  
90  平成 12 年の国勢調査によれば、わが国の従業者総数は 62,977,960 人で、うち雇用者が
48,763,386 人と、全体の 77.4％を占める。総務省統計局〔2003〕10 頁参照。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      




【表 3  信用組合の業種別貸出残高（1994 年 3 月） 】 
  先数（先）  構成比％  残高（百万円）   構成比  ％ 
農業  18,209       1.46 115,390        0.64
林業・狩猟業  1,339       0.11 19,275        0.11
漁業・水産養殖業  5,420       0.44 43,167        0.24
鉱業  993       0.08 53,352        0.30
建設業  65,047       5.23 1,938,074       10.79
製造業  69,553       5.59 1,796,218        10.00
卸売業・小売業  140,004      11.25 2,339,900        13.03
金融・保険業  3,808       0.31 933,502         5.20
不動産業  17,720       1.42 2,582,444        14.38
運輸通信業  10,752       0.86 303,591         1.69
電気･ｶﾞｽ･水道･熱供給業  3,299       0.27 48,629         0.27
サービス業  88,630       7.12 3,385,771        18.86
その他の産業  54,991       4.42 791,605         4.41
（小計）  479,766     38.55 14,350,924        79.92
地方公共団体  430       0.03 62,021         0.35
雇用促進事業団  7       0.00 147         0.00
個人（住宅・消費等）  764,467    61.42 3,543,403        19.73













                                                  
91  鹿野〔2001〕342 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      
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      ａ－３  貸出金の担保 
最後に、信用金庫の担保別貸出金残高を見てみる。 
 
【表 4  信用金庫の担保別貸出金残高（1999 年 3 月） 】 〔単位：百万円、％〕 
    金   額        構成比 
当金庫預金積金  4,757,451      6 . 6 8  
有価証券  130,654         0.18 
動産  63,072         0.09 
不動産  32,604,495        45.79 
その他  370,683         0.52 
信用保証協会・信用保険  13,030,829        18.30 
保証  8,947,368        12.57 
信用  11,300,455        15.87 
合計  71,206,079       100.00 
（資料）全国信用金庫協会〔2002〕976 頁～977 頁 
 


















っているといえる。また、現行の協同組織金融機関法においては、 「地区」を一市町村内に協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      



































                                                  
92  平成 15 年 3 月 27 日金融審議会金融分科会第二部会「リレーションシップバンキングの
機能強化に向けて」2.(2)および 4.(1)ｲ)(ｱ）参照。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      



































                                                  
93  三菱銀行〔1983〕75 頁は、信用調査面で問題があったとしても貸出の回収性は堅持され
なければならず、この現実と原則とのギャップを補完するものが担保・保証であると説明
する。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      




















的とする団体およびその連合団体、を会員とする（労働金庫法 11 条 1 項） 。労働金庫の定
















ところで、信用金庫法施行規則３条２項１号イ・ロは、信用金庫が信用金庫法 31 条の規協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      

































                                                  
94  小山〔2004〕102 頁参照。 
95  信用金庫および労働金庫は「事務所の名称及び所在地」 （信用金庫法 23 条 2 項 4 号、労
働金庫法 31 条 4 号）が、信用組合、農業協同組合および漁業協同組合は「事務所の所在地」
（中小企業等協同組合法 33 条 1 項 4 号、農業協同組合法 28 条 1 項 4 号、水産業協同組合
法 32 条 1 項 4 号）が、それぞれ定款の記載事項である。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      











平成元年 5 月 15 日付け金融制度調査会金融制度第一委員会中間報告「協同組織形態の金





















ここに、1991 年 4 月に信用金庫から普通銀行に転換した八千代銀行の例がある。同銀行
は普通銀行への転換を決断した理由として、①会員組織の形骸化、②自己資本充実のため
の策が極めて限られていることなどを踏まえ、顧客ニーズに対応するための量の確保、③
制限を受けながら税法などの恩典を受けるよりも自由裁量を望むこと、④中央機関の傘下協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      
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96  八千代銀行〔1992〕16 頁～32 頁。 
97  八千代銀行〔1992〕8 頁。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      






































手段である。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      






























                                                  








と民間金融機関とがもたれ合う時代は、すでに終わっている。 協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      





































いて、協同組織金融機関の自主的判断を尊重するということが考えられる。行政庁による協同組織金融機関の「地区」に関する考察                      
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